
様式第１号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日
　公益財団法人福島県産業振興センター理事長　様

申     請      者　〒
住所 
企業・団体名
代表者役職・氏名

福島県中小企業販路拡大支援事業補助金交付申請書
令和８年度福島県中小企業販路拡大支援事業補助金について、下記のとおり申請します。
記

１　事業の種類（該当箇所に○印を付けてください。）
	自社製品等の海外市場調査等
	

	商談会・展示会等への出展（国内）
	

	商談会・展示会等への出展（海外）
	

	海外企業との商談
	




２　事業実施期間　　交付決定日　から令和　　年　　月　　日まで


３　補助事業の経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円）
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	千円
	千円
	千円・・①




４　添付書類（各１部）
　(1)　事業計画書
　　　 ・様式第１号（別紙１－１）～（別紙１－４）のうちいずれか。
　(2)　反社会的勢力でないことの確約・表明に関する同意書　 様式第１号（別紙２）
(3)　申請者が法人の場合
・現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書
・全役員の氏名、住所、生年月日、性別を記した書面
・決算書（直近２期分の貸借対照表、損益計算書、個別注記表）
申請者が個人の場合
・住民票の写し
・確定申告書（直近２期分の第一表、第二表、収支内訳書又は所得税青色申告決算書）
　(4)　県税納税証明書（県税に滞納が無いことの証明書）
　(5)　パートナーシップ構築宣言証明書
　　　「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトの登録企業リストに掲載された法人又は屋号名の画面スクリーンショット
　(6)　対象経費の積算根拠となる見積書等
　(7)　必要に応じてその他の添付資料　


５　助成対象事業に関する事務・経理の担当企業・団体名及び担当者名等
	企業・団体名
	

	担当者所属・役職・氏名
	

	電話番号
	

	Ｅメールアドレス
	



注１）様式は、全て日本工業規格Ａ４判で作成してください。


様式第１号（別紙１－１）
事業計画書（自社製品等の海外市場調査等）
（１）申請者の概要
	名称
	
	代表者
役職・氏名
	

	住所
	（〒　　　－　　　　）


	
	実施場所（上記と異なる場合、記載すること。）
（〒　　　－　　　　）


	資本（出資）金額
	千円
	出資者及び
出資比率

※出資比率順に記載すること。
	
	出資者名
	出資比率

	
	
	
	①
	
	％

	
	
	
	②
	
	％

	（ 創業 ・ 設立 ・
創業予定 ）
年月日
	年　 月　 日
	
	③
	
	％

	
	
	
	④
	
	％

	
	
	
	⑤
	
	％

	
	
	
	⑥
	ほか　　人
	％

	従業員数（常雇）
	人
	主たる業種
・事業内容
	

	事業実施体制　※企業間又は部署間の役割分担を、相関図等を用いてわかりやすく記載すること。


	その他特記事項
	





（２）事業内容
	事業の名称
	

	事業の概要
（100字程度）
	

	販路開拓商品等の内容
	

	商品等の名称

特徴等







	当該商品の商標権の有無
	有　　・　　無

	事業の具体的
内　　容
	

	



	外部への委託・
指導又は協力
	委託先・協力者等の名称
	委託・協力等の内容

	
	






	

	市場の状況及び販売戦略等
	


	事業化可能性の見通し
	

	
	市場調査等予定期間
	最終的な事業化予定時期

	
	　　年　　月～　　年　　月
	　　年　　月頃


	他の助成金等の交付(申請)状況
	





（３）収支予算書

ア　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）事業実施中の資金の調達先
区分
予算額
資金の調達先
自己資金


借入金


その他


合　計




	科    目
	予算額
	資金の調達先

	補助金
	
	右記

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	　　　　　
	



イ　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の区分
	事業に
要する経費
（税込）
	補助対象
経費
（税抜）
	明　　　　　　　　　　細
（使途を詳細かつ明瞭に記載すること。）

	委託費
	
	
	

	謝金
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※収支の額は一致すること。
	補助金申請額（３分の２以内、千円未満切捨）

	
	千円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１ページの①補助金申請額と同額になること



様式第１号（別紙１－２）
事業計画書（商談会・展示会等への出展（国内））
（１）申請者の概要
	名称
	
	代表者
役職・氏名
	

	住所
	（〒　　　－　　　　）


	
	実施場所（上記と異なる場合、記載すること。）
（〒　　　－　　　　）


	資本（出資）金額
	千円
	出資者及び
出資比率

※出資比率順に記載すること。
	
	出資者名
	出資比率

	
	
	
	①
	
	％

	
	
	
	②
	
	％

	（ 創業 ・ 設立 ・
創業予定 ）
年月日
	年　 月　 日
	
	③
	
	％

	
	
	
	④
	
	％

	
	
	
	⑤
	
	％

	
	
	
	⑥
	ほか　　人
	％

	従業員数（常雇）
	人
	主たる業種
・事業内容
	

	事業実施体制　※企業間又は部署間の役割分担を、相関図等を用いてわかりやすく記載すること。


	その他特記事項
	






（２）事業内容
	事業の名称
	

	事業の概要
（100字程度）
	

	販路開拓商品等の内容
	

	商品等の名称

特徴等







	当該商品の商標権の有無
	有　　・　　無

	事業の具体的
内　　容
	

	



	外部への委託・
指導又は協力
	委託先・協力者等の名称
	委託・協力等の内容

	
	
	

	市場の状況及び販売戦略等
	

	事業成果
（目標）
	　

	
	助成事業前
（令和７年）
	商品等の売上目標
	本事業期間における売上
	完了１年後
（令和９年）
	完了３年後
（令和１１年）
	完了５年後
（令和１３年）

	
	　　　万円
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	他の助成金等の交付(申請)状況
	






（３）収支予算書

ア　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）事業実施中の資金の調達先
区分
予算額
資金の調達先
自己資金


借入金


その他


合　計




	科    目
	予算額
	資金の調達先

	補助金
	
	右記

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	　　　　　
	



イ　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の区分
	事業に
要する経費
（税込）
	補助対象
経費
（税抜）
	明　　　　　　　　　　細
（使途を詳細かつ明瞭に記載すること。）

	商談会・展示会出展関連費用
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※収支の額は一致すること。
	補助金申請額（２分の１以内、千円未満切捨）

	
	千円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１ページの①補助金申請額と同額になること

	
	


様式第１号（別紙１－３）
事業計画書（商談会・展示会等への出展（海外））
（１）申請者の概要
	名称
	
	代表者
役職・氏名
	

	住所
	（〒　　　－　　　　）


	
	実施場所（上記と異なる場合、記載すること。）
（〒　　　－　　　　）


	資本（出資）金額
	千円
	出資者及び
出資比率

※出資比率順に記載すること。
	
	出資者名
	出資比率

	
	
	
	①
	
	％

	
	
	
	②
	
	％

	（ 創業 ・ 設立 ・
創業予定 ）
年月日
	年　 月　 日
	
	③
	
	％

	
	
	
	④
	
	％

	
	
	
	⑤
	
	％

	
	
	
	⑥
	ほか　　人
	％

	従業員数（常雇）
	人
	主たる業種
・事業内容
	

	事業実施体制　※企業間又は部署間の役割分担を、相関図等を用いてわかりやすく記載すること。


	その他特記事項
	






（２）事業内容
	事業の名称
	

	事業の概要
（100字程度）
	

	販路開拓商品等の内容
	

	商品等の名称

特徴等







	当該商品の商標権の有無
	有　　・　　無

	事業の具体的
内　　容
	

	



	外部への委託・
指導又は協力
	委託先・協力者等の名称
	委託・協力等の内容

	
	
	

	市場の状況及び販売戦略等
	

	事業成果
（目標）
	　

	
	助成事業前
（令和７年）
	商品等の売上目標
	本事業期間における売上
	完了１年後
（令和９年）
	完了３年後
（令和１１年）
	完了５年後
（令和１３年）

	
	　　　万円
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	他の助成金等の交付(申請)状況
	






（３）収支予算書

ア　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）事業実施中の資金の調達先
区分
予算額
資金の調達先
自己資金


借入金


その他


合　計




	科    目
	予算額
	資金の調達先

	補助金
	
	右記

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	　　　　　
	



イ　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の区分
	事業に
要する経費
（税込）
	補助対象
経費
（税抜）
	明　　　　　　　　　　細
（使途を詳細かつ明瞭に記載すること。）

	商談会・展示会出展関連費用
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	通訳雇用費
	
	
	

	運搬費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※収支の額は一致すること。
	補助金申請額（２分の１以内、千円未満切捨）

	
	千円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１ページの①補助金申請額と同額になること

	

	

様式第１号（別紙１－４）
事業計画書（海外企業との商談）
（１）申請者の概要
	名称
	
	代表者
役職・氏名
	

	住所
	（〒　　　－　　　　）


	
	実施場所（上記と異なる場合、記載すること。）
（〒　　　－　　　　）


	資本（出資）金額
	千円
	出資者及び
出資比率

※出資比率順に記載すること。
	
	出資者名
	出資比率

	
	
	
	①
	
	％

	
	
	
	②
	
	％

	（ 創業 ・ 設立 ・
創業予定 ）
年月日
	年　 月　 日
	
	③
	
	％

	
	
	
	④
	
	％

	
	
	
	⑤
	
	％

	
	
	
	⑥
	ほか　　人
	％

	従業員数（常雇）
	人
	主たる業種
・事業内容
	

	事業実施体制　※企業間又は部署間の役割分担を、相関図等を用いてわかりやすく記載すること。


	その他特記事項
	





（２）事業内容
	事業の名称
	

	事業の概要
（100字程度）
	

	販路開拓商品等の内容
	

	商品等の名称

特徴等







	当該商品の商標権の有無
	有　　・　　無

	事業の具体的
内　　容
	

	



	外部への委託・
指導又は協力
	委託先・協力者等の名称
	委託・協力等の内容

	
	






	

	市場の状況及び販売戦略等
	

	他の助成金等の交付(申請)状況
	





（３）収支予算書

ア　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）事業実施中の資金の調達先
区分
予算額
資金の調達先
自己資金


借入金


その他


合　計




	科    目
	予算額
	資金の調達先

	補助金
	
	右記

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	　　　　　
	



イ　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の区分
	事業に
要する経費
（税込）
	補助対象
経費
（税抜）
	明　　　　　　　　　　細
（使途を詳細かつ明瞭に記載すること。）

	通訳雇用費
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	旅費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※収支の額は一致すること。
	補助金申請額（２分の１以内、千円未満切捨）

	
	千円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１ページの①補助金申請額と同額になること

	



様式第２号
暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書

公益財団法人福島県産業振興センター　理事長　様

１　私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
（５）役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき　関係を有すること。
２　私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。
（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて福島県の信用を毀損し、または福島県の業務を妨害する行為
３　上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
※別紙「役員一覧」を添付すること。

記入日　　　　　　年　　月　　日

住所（又は所在地）

社名及び代表者名
                                       　　　　　　 




様式第２号別紙
	（役員一覧）
	
	
	
	

	事業者名
	　
	
	

	役　員　一　覧

	
	
	
	
	

	役職名
	（フリガナ）
	住　　所
	生年月日
	性別

	
	氏　　名
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	
	
	

	※この情報は、「暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書」の確認のため必要となります。個人情報の保護に関する法律に基づき、個人情報を当該目的以外に利用しません。





様式第３号（第11条関係）
令和    年    月    日


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長  様

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　


福島県中小企業販路拡大支援事業補助金
変更承認申請書

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　号で交付決定のあった上記事業について、下記のとおり事業内容を変更したいので、福島県中小企業販路拡大支援事業補助金実施要領第11条第１項の規定により承認を申請します。
                                     記
  １ 補助対象事業の変更点

	





	








[bookmark: _Hlk202555779]  ２ 変更後の事業経費

	

	金額（変更前）
	内容（変更前）
	金額（変更後）
	内容（変更後）

	  補助対象経費

	円
	
	            円
	

	




	  　内　訳




	円
	
	円
	



  （注）交付決定通知の写しを添付すること。



様式第４号（第11条関係）
令和    年    月    日


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _Hlk72393126]福島県中小企業販路拡大支援事業補助金
事業中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった上記事業について、下記の理由等により補助事業を中止（廃止）したいので、福島県中小企業販路拡大支援事業補助金実施要領第11条第２項の規定により承認を申請します。

記


１　中止（廃止）する理由等




　２　中止（廃止）する日




様式第５号（第14条関係）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和    年    月    日


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　


福島県中小企業販路拡大支援事業補助金
実績報告書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった上記事業について、事業が完了したので、福島県中小企業販路拡大支援事業補助金実施要領第14条の規定により、下記のとおり報告します。

記

 ■事 業 実 績

　　別紙のとおり



様式第６号（第18条関係）

取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
（税抜）
	金額
（税抜）
	取得
年月日
	処分制限期間
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	   円
	   円
	
	
	
	
	




（注）１．財産名の区分は、（ア）建物、（イ）建物に付属する構築物、（ウ）設備、
（エ）その他の物件とする。
２．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
　　　　３．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
　　 ４．処分制限期間は本実施要領第19条第２項に定める期間を記載すること。


様式第７号（第19条関係）
令和    年    月    日


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　


福島県中小企業販路拡大支援事業補助金
財産処分承認申請書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった上記事業について、下記の理由により財産の処分を行いたいので、福島県中小企業販路拡大支援事業補助金実施要領第19条第３項の規定により承認を申請します。

記


１　処分の内容　　　
　①処分する財産名等　※取得財産等管理台帳（様式第７号）の該当財産名を記載して下さい。



　　②処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日
　　　処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）



　２　処分理由





様式第８号（第23条関係）本書の金額は、下記口座に振込願います


ただし   福島県中小企業販路拡大支援事業補助金　として


上記の金額を請求します

　　   令和　　年     月     日


公益財団法人福島県産業振興センター理事長 様


請  求  者

所　　 在 　　地
　　　　企　　 業     名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　



















円

十

百

千

万

十万


百万






請     求     書












金  額



























　　　　　　　

金融機関名

預金種別

口座番号
普 通
当 座

          銀行・信用金庫      支店





口座名義

 （氏 名　ふりがなもつけてください）





※振込先口座が確認できるもの（通帳のコピー（表紙及び見開きページ））を添付してください。
※振込先口座は申請者ご本人名義の口座に限ります。法人の場合は当該法人の口座に限ります。



